








































法学研究科 公法学専攻 博士後期課程 
 











   1．近衛の「要綱」、松本委員会の「要綱」 
   2．“統帥権の独立”とは何か 
   3．本論文の目的と構成 
 
序章 「国務」と「統帥」の分立とロンドン海軍軍縮条約問題  
…7頁 
   1．「国務」と「統帥」の分立の 1コマ 








   3．陸軍省・海軍省の設置 
   4．明治 6年第六局の設置 
   5．明治 7年参謀局の設置 
   6．明治 11年参謀本部条例 
   7．プロイセン・ドイツ軍制とその受容 
   8．「本省ト本部ト権限ノ大略」及び「省部事務合議書」 




























第 4章 統帥権事件史点描  
…166頁 
   1．軍部大臣現役武官制と陸軍二個師団増設問題 
   2．ワシントン海軍軍縮条約締結期における「海軍省意見」 
   3．大正 14年の帝国議会における論議 




















第 6章 有賀長雄の統帥権理論――軍政と軍令に関する大臣責任論を中心に 
…202頁 
1．「幽霊」学者――統帥権理論の出発点  













終章 国防国家における「国務」と「統帥」――「割拠」と「統合」のはざまで  
…256頁 
   1．国防国家体制――昭和 15年 
2．「統帥と国務の調和」――楽観する山崎丹照、悲観する辻清明 
   3．「政府部内の統合および能率の強化」――辻清明における「割拠」と「統合」 
   4．東條英機首相兼陸相の参謀総長兼任問題――昭和 19年 















 昭和 20年 8月、日本は、連合国の提示したポツダム宣言を受け入れた。長らく貴族院に


























 以上、昭和 20 年後半から同 21 年初頭にかけてなされた 2 つの憲法調査の報告から極め
                                                   
1 憲法調査会事務局『憲資・総第 53号 帝国憲法改正諸案及び関係文書（6）』増補版（昭
和 36年）、2頁。 
2 国立国会図書館憲政資料室蔵『佐藤達夫関係文書』、「22 憲法改正要綱」。 
3 同上、「24 憲法中陸海軍ニ関スル規定ノ変更ニ付テ」。なお、憲法調査会事務局『憲資・
































                                                   
4 Georg Jellinek, Allgemeine Staatslehre, 3. Aufl., 1966, S. 611. 




ローチするものとして、富井幸雄『海外派兵と議会』（成文堂・平成 25年）の「第 3章 明
治憲法下での軍の行動と帝国議会」がある。日本憲法史全体の中で、日本近代軍制のいく
つかの制度が、「結果的には、明治立憲制に対して致命的な打撃を与え」たとするものとし



























                                                   
7 防衛庁防衛研修所戦史部『戦史叢書 陸海軍年表 付兵語・用語の解説』（朝雲新聞社・
昭和 55年）、339頁、340頁。ほとんど同内容の定義を掲げるものとして、秦郁彦編『日本





























                                                                                                                                                     
9 政軍関係論の代表的論者のひとりである国際政治学者・ハンチントンによれば、近代国家
では、軍の最高指導者らは、彼らの担う国防の責任によって、資源の配分や軍事計画・政
策といった問題で政治指導者らと対立してしまう。Samuel P. Huntington, “Civil-Military 
Relations”, David L. Sills (ed.), International Encyclopedia of the Social Sciences, vol. 2, 










10 防衛庁防衛研修所『研修資料別冊第 132号 明治・大正・昭和における政治と軍事の関
係に関する歴史的考察』（防衛研修所・昭和 31年）、51頁。 






















































 第Ⅱ部は第 5章から始まるが、そこではまず 9人の憲法学者と政治学者の統帥権理論（特
















































 ひとつめは、首相兼陸相の重責にあった東條英機がポツダム宣言受諾の 1 年半ほど前に














































   それは大体、保定・永定河の間で止めるのだ、 
  と答弁した処、杉山陸相は色を為して米内海相に向かひ、 


























































































                                                   
21 伊藤隆「艦隊派総帥末次信正」同『昭和期の政治＜続＞』（山川出版社・平成 5年）、333-334
頁。 
















































騨市古川町殿町 11-6発行・平成 21年）、105頁以下を参照。 





































論文第Ⅰ部（第 1 章及び第 4 章）でも言及していくように、昭和 5 年に至るまで少なくと
                                                   
31 前掲関『ロンドン海軍条約成立史』、309頁。 



































   二、統帥権は憲法第十一条に関する限り之を一般国務以外に独立せしむべきものな
                                                   



















 このうち、第 12条を全く政府の責任範囲外に追いやってしまう第 4の説に対しては、こ
の「統帥権に関する研究」においても「余りに固陋な考で適当でない」とされており、言
わば陸軍内部にあっても問題外のものと評価されていた39。では、陸軍自身はどのように考









                                                   
38 同上、28頁。 
39 同上、30頁。 



















 上掲の陸軍のまとめた「統帥権に関する研究」では、第 4 の説は陸軍内部でも問題外の
ものとされ、第 1 説と第 2 説は駁撃の対象であった。本論文第Ⅱ部で詳しく紹介・検討し
ていくが、昭和 5 年当時、第 1 説を採っていたのが早稲田大学教授の中野登美雄がおり、
第 2 説を唱えていたのが東京帝国大学教授の美濃部達吉らであった。彼らは、ロンドン軍
縮問題及びそれによって引き起こされた統帥権論争の渦中で、堂々と軍の憲法解釈に批判





























































                                                   






43 原田熊雄『西園寺公と政局』第 1巻（岩波書店・昭和 25年）、42頁。 
44 浜口は、議会答弁においては美濃部説に乗っかっていた訳では決してない（加藤陽子『戦
争の論理』（勁草書房・平成 17年）、126頁、同「総力戦下の政－軍関係」『岩波講座 ア
































































































































































                                                   
47 伊藤孝夫『大正デモクラシー期の法と社会』（京都大学学術出版会・平成 12年）、195頁。 
48 なお、明治初期から昭和期に至るまでの統帥大権・編制大権に係る軍事法制の通史的な
叙述を展開している研究としては、神田文人「統帥権と天皇制（一・二・三の上・三の下）」
『横浜市立大学論叢』人文科学系列、37巻 2・3号（昭和 61年）、40巻 1号（平成元年）、




































                                                   
49 伊藤之雄『山県有朋』（文芸春秋・平成 21年）、小林道彦『桂太郎』（ミネルヴァ書房・





































                                                   




















三郎、土肥典膳が就いた。この間、明治元年 4月 11 日には、江戸開城が果たされている。 




   兵員 十人 
    当分之内三人 
     但京畿ニ常備九門及ヒ畿内要衝之固所其兵ヲ以テ警衛可被仰付候間追而御
沙汰可有之候事 
   一高一万石ニ付 
     兵員 五十人 
      但在所ニ可備置事 
   一高一万石ニ付 
     金三百両 
      但年分三度ニ上納兵員ノ給料ニ充ツ 
   右之通皇国一体総高ニ割付陸軍編制被為立候條被仰出候間此旨申達候事 













58 内閣記録局編『法規分類大全』兵制門・陸海軍官制・陸軍二（明治 23年）、392-393頁。 





































                                                   



































 また、明治 4（1871）年 2月には、次のような達が出されている。「鹿児島藩歩兵四大隊
砲兵四隊山口藩歩兵三大隊高知藩歩兵二大隊騎兵二小隊砲兵二隊為御親兵被召出其省〔兵
                                                   
64 前掲『法規分類大全』兵制門・兵制総、32頁。 
65 同上、32-33頁。 







 明治 4（1871）年 7 月、太政官制は再度の組織改編を加えられ、二官六省は三院八省と
















































































   第 10条 
  一平時ニアリテハ参謀局ノ将校鎮台ノ大小弐ニ任シ其事務ヲ弁理スヘキ事 
  一参謀局将校ノ缺員ハ参謀学校ノ少尉ヨリ補セラルヽ事 
  一総テ将校ノ転任拝除ハ大輔ヨリ卿ヘ推挙ノ上奏聞拝任アルヘキ事 
  一試補此局ノ人員ニ属セス猶本隊ノ人別タル事 
  一兵学寮ニテ業期試業ニ付入隊ノ後一箇年ニ満タサル者ハ此局ヘ選挙ヲ許サヽル事 
   第 11条 
  一参謀局ノ将校ハ三兵隊中ヘ実地研究ノ為メ試補若クハ新任ノ間遣ハシ置ルヽ事 
  一参謀局ノ将校若クハ死没シ若クハ退職スル時ハ其預リタル書類図書等官ニ返納シ若
クハ後任ヘ付与スヘシ自己ノ資費ニテ製シタル物モ官務ニ係リタル品ハ同一例タル事 
   第 12条 
  一地理測量探偵等ノ事ニテ旅行スルトキハ各其階級ニ準シ加棒ヲ賜ハル事 
（以下略） 
 
















明治 5 年 2 月であった。しかし、軍令を担う組織は、依然として省・卿によるコントロー






































































































































 明治 6 年、陸軍省内部に第六局が設置された。後年の参謀本部につながる組織が登場し
た時であると言って良い。 















陸軍省職制と陸軍省条例が太政官から陸軍省へ達として送られたのは同日（明治 6 年 3

















   測量地図 絵図彫刻 兵史並兵家政誌蒐輯 
   局長少将一人 
   課長参謀大佐一人  参謀中少佐  参謀尉官若干人 
   文庫主管少佐一人 
   一日本全国兵家歴史ニ係ル自筆書類ノ収蔵並ニ部類分ノ事 
   一版本ノ収蔵並ニ部類分ノ事 
   一兵史蒐輯並ニ出版ノ事以上主管之ニ任ス 
     一日本全国琉球並ニ樺太島地図製造ノ為メ測地学並ニ地図学上ノ諸業課ノ事 
     一星学上並ニ測地学上ノ算数点検類集ノ事 
     一参謀部ニテ図稿ヲ立テタル原本ノ収蔵ノ事 
     一星学測地学地図学ノ器械収蔵ノ事 
     一諸地図建築図等地図学上ノ彩色ニ掛ケテ正本製造ノ事 
     一地図彫刻並ニ銅板校合ノ事 
     一陸軍用写真ノ事 
     一銅板図増加若クハ改正ノ為メ電気台ノ設ノ事 
     一戦争記記注ノ事 
     一日本並ニ外国ノ兵家政誌ニ関スル書籍ノ採集ノ事 
     一日本並ニ外国ニテ出版セル兵書図記等ノ検査ノ事 
     一本局学術日記並ニ兵史日記記注ノ事 
     一彩色戦争図ノ製造ノ事 
     一書籍地図歴史料買入ノ事 
     一絵図ノ印刷並ニ石版重子摺ノ事 
     一本局ノ日記並ニ出版スヘキ書籍印刷ノ事 
     一手写原図彫刻図彩色戦争図額並ニ其外諸品収蔵ノ事 
     一本局ノ諸費経理清算ノ事」87。 
 
 ここでは、松下芳男が指摘する通り88、「機務密謀ニ参画」するといった明治 4 年参謀局
に見られた職掌（本章 20頁）が削除されてしまった点には注意を要する。明治 6年第六局
は、要するに、いわゆる作戦用兵を研究する為の材料となるものを収集ないし研究し、或





































 さて、以上概観した通り、明治 6 年第六局とは、資料収集・研究部門とでも言える組織















 明治 7 年 2 月 22 日、次のような陸軍省への達が発せられている。「其省中第六局被廃参
謀局被置候條此旨相達候事」93。ここに第六局は廃止され、参謀局が置かれる事となった。
同年 6月 18日、参謀局条例が定められた94。ここでは、重要な条文だけを掲げておく。 
 
   第 1条 
  参謀局ハ東京ニ於テ之ヲ置キ陸軍省ニ隷属ス 
   第 2条 
















                                                   
93 前掲『法規分類大全』兵制門・陸海軍官制・陸軍二、398頁。 
94 同上、399頁以下。 



















































中倫太郎「桂太郎とドイツ」『海外事情』61巻 10号（平成 25年）。 
98 桂太郎著、宇野俊一校註『桂太郎自伝』（平凡社・平成 5年）、82頁。なお、徳富蘇峰編








 この参謀局設置の後の明治 7 年 11 月 25 日、陸軍省本省の条例が改正された。ほとんど





























































に割り当てられていた。しかし、参謀本部設置を受けた後の陸軍省条例（明治 12 年 10 月
                                                   






















 では「編制」事務はどこへ行ってしまったのか。それは、明治 12 年 10 月の陸軍省条例







ような陸軍省への「隷属」的立場から解き放たれた時点が、明治 11 年 12 月の参謀本部設
置であった。まずは、参謀本部条例から重要な条文を掲げておこう109。 
 
   第 1条 
  参謀本部ハ東京ニ於テ之ヲ置キ近衛各鎮台ノ参謀部ヲ統轄ス 
   第 2条 
  本部長ハ将官一人勅ニ依テ之ヲ任ス部事ヲ統括シ帷幕ノ機務ニ参画スルヲ司トル 
   第 3条 
  次長一人将官ヨリ之ヲ任ス本部長ト相終始シテ部事ヲ整理ス但之ヲ置クハ事務ノ繁閑
ニ従フ而シテ其官階モ予シメ定メス時宜ニ依ル 








                                                   
107 同上、421頁以下。 





   第 6条 
  其戦時ニ在テハ凡テ軍令ニ関スルモノ親裁ノ後直ニ之ヲ監軍部長若クハ特命司令将官
ニ下ス是カ為メニ其将官ハ直ニ大纛ノ下ニ属シ本部長之ヲ参画シ上裁ヲ仰クコトヲ得 








   第 15条 
  以上二局一課ヲ以テ部ノ本体トシ而シテ其支部トシテ参謀伴属ノ諸課ヲ置ク其一ヲ地
図課トシ其二ヲ編纂課トシ其三ヲ翻訳課トシ其四ヲ測量課トシ其五ヲ文庫課トス 
















































































































































































































































































Heerwesen と Heeresverwaltung を攻究しなくてはならない。軍事行政を担うべき陸軍省
の任務をまず整理し、その後の「残余の事務」を担うのが参謀組織であるという前述の桂
の論は、ここにその理由があった。 















































































































ホルスト（Gerhard Hans David von Scharnhorst）であり、その下にあったグナイゼナウ










                                                   
125 Marshall Dill Jr., Germany: A Modern History, new edition revised and enlarged, 







127 Ernst Rudolf Huber, Heer und Staat in der deutschen Geschichte, 2. erweiterte Aufl., 

























解放戦争（1813年～）中に陸軍大臣となったボイエン（Hermann von Boyen, 陸相在任は
1814-1819 年）が退任してしまうと、徐々にシャルンホルストらの打ち立てた体制に変化
が生じ始める。ミュッフリンク（Karl Freiherr von Müffling）が 1821年に参謀総長（Chef 
                                                                                                                                                     
評がある（Shiro Kiyomiya, Bibliographie, Heer und Staat in der deutschen Geschichte. 
von Ernst Rudolf Huber, in: Internationale Zeitschrift für Theorie des Rechts, Neue 








129 Ebenda, S. 120. なお、軍司令と組織に関する業務を担う一般軍事部（das Allgemeine 
Kriegsdepartement）と、経済行政をその管掌とする軍事経済部（das 
Militär=Ökonomie=Departement）にそれぞれ設置された各課の担当業務については、以
下も参照、Curt Jany, Geschichte der Preußischen Armee vom 15. Jahrhundert bis 1914, 
2. ergänzte Aufl. (herausgegeben von Eberhard Jany), Bd. 4, 1967, S. 31ff. 集権的な陸軍
省創設の立役者であったシャルンホルストは一般軍事部長に就任し、陸相には「国王の腹
心」（渡部昇一『ドイツ参謀本部』（祥伝社新書・平成 21年）、92頁）であるロットム（Carl 





130 Huber, a. a. O., Heer und Staat in der deutschen Geschichte, S. 120. 
51 
 



























                                                   
131 Ebenda, S. 120f. 
132 Ebenda, S. 121. 
133 Jany, a. a. O., Geschichte der Preußischen Armee vom 15. Jahrhundert bis 1914, S. 
125. 
134 Huber, a. a. O., Heer und Staat in der deutschen Geschichte, S. 122. 
135 Ebenda, S. 338f. 
136 太政官制下での参謀本部長の帷幄上奏、とりわけ法令制定に係った帷幄上奏については、










































137 Huber, a. a. O., Heer und Staat in der deutschen Geschichte, S. 340f. 
138 Ebenda, S. 341. 対デンマーク戦争当時は、参謀総長ではなく、陸軍大臣が国王の助言
者として決定的な存在であった。しかし、1866年に、このような軍への命令権を参謀総長
が獲得した事で、参謀総長を陸軍大臣と等しい独立的な地位へと押し上げていった（S. 323）。 





























人事課（Abteilung für die persönalichen Angelegenheiten）は、徐々に独立傾向を強め、
後に軍事内局（Militärkabinett）として国王の直接的な助言者・協力者として仕える事と
なる141。 





                                                   
140 Ebenda, S. 348f. 




































                                                   
142 Ebenda, S. 332f. 
143 Ebenda, S. 333. 


















                                                   
145 Ebenda, S. 242. 
146 Ebenda, S. 242f. 
147 Andreas Dietz, Das Primat der Politik in kaiserlicher Armee, Reichswehr, 















Juristen Zeitung, 9/ 2013, S. 459にある。 
148 Hermann Rehm, Oberbefehl und Staatsrecht, 1913, S. 8. 
149 Dietz, a. a. O., Das Primat der Politik in kaiserlicher Armee, Reichswehr, 




























    一、軍隊命令、及び朕が軍事勤務事項や人事事項に関して発する命令は、副署を
伴わずに送達される。 
    二、これらの命令が軍事予算に影響する場合や軍事行政の他の部門に関連する場















150 Fritz Freiherrn Marschall von Bieberstein, Verantwortlichkeit und Gegenzeichnung 




     a これらの命令が軍務大臣以外に対するものである場合には、当該規定を特別
の命令を用いて発出させ、それから軍務大臣が副署をする。 
     b これらの命令を軍務大臣に送付し更に適当な処置をとらせる場合には、記録
に保存するため軍務大臣が副署する。但し命令の本文は軍事命令として、副署を
伴わずに軍隊や関係司令部等に告示される。 
    三、その他、朕が軍隊事項について定めた規定で、命令を用いて軍務大臣に告示
しないものは、従来の手続に依拠することとする。よって軍務大臣は適当な時期
にすべてを知ることになる。 
    四、他のすべての命令で、軍事行政の全般ないしは個々の部門にのみ関連するも
の、及び予算を変更するかまたは統治行為を含むものは、従来通り、送達の前に
軍務大臣が副署する。 
   汝は本件に必要な措置を取らなければならない。 
              ベルリンに於いて、一八六一年一月一八日 
                         〔親署――訳者〕ヴィルヘルム 
                         〔副署――訳者〕フォン・ローン 

















                                                   
151 三浦裕史「解題」前掲藤田『明治軍制』、435-436頁。 
152 Gerhard Anschütz, Deutsches Staatsrecht, in: Josef Kohler (Hrsg.), Enzyklopädie 
der Rechtswissenschaft in systematischer Bearbeitung, 6. der Neubearbeitung 1. Aufl., 












                                                   
153 Heinrich Peckert, Militärgesetzgebung, Militärverordnungsrecht, Militärischer 
Oberbefehl nach Deutschem Staatsrecht, 1906, S. 7. ペッケルトがまとめるところによれ
ば（S. 32）、ドイツ帝国には“統一的陸軍”（＝Reichsheer）が存するとしたのは、ツォル
ン（Phillip Zorn）、シュルツェ（Hermann Schulze）、ボルンハック（Conrad Bornhak）
らであり、これに対して、帝国陸軍は存せず各“派遣軍”（＝Kontingentsheer）が存在す





派遣軍が存するのみである（Es gibt kein Heer des Reichs, sondern nur Kontingente der 
Einzelstaaten）」というラーバントの言葉（Laband, Staatsrecht des Deutschen Reichs, 5. 





第 63条に記されている「統一的陸軍（ein einheitliches Heer）」なる表現は全く重要視す
るに値しない。なぜなら、その帝国憲法自体が「プロイセン軍」や「バイエルン軍」、「そ
の他の派遣軍」といった表現をも用いてしまっているからであるとペッケルトは述べてい
る（Peckert, a. a. O., Militärgesetzgebung, Militärverordnungsrecht, Militärischer 
Oberbefehl nach Deutschem Staatsrecht, S. 32f.）。 
 この 2つの説の対立について、アンシュッツ（Gerhard Anschütz）は、帝国には統一的
陸軍が存するとする学説を今日の行政・司法実務が受け入れているとは言い難く、むしろ、
ラーバントらの示す理論が受け入れられている事を指摘している。ただ、アンシュッツは、




書においてもなお同じ事が述べられている点である（G. Anschütz, Deutsches Staatsrecht, 
in: Josef Kohler (Hrsg.), Enzyklopädie der Rechtswissenschaft in systematischer 
Bearbeitung,7. der Neubearbeitung 2. Aufl., Bd. 4, 1914, S. 176.）。このアンシュッツの指
摘が教えてくれているように、帝国憲法第 63条に由来する ein einheitliches Heerは存在
するのか否かという問題は、第二帝国下の全期間で論争中のものであった。 





































                                                   
155 Ebenda, S. 248ff., S. 253. 



































                                                   










































                                                   
































                                                   
















































                                                   




























                                                   
164 美濃部達吉『憲法精義』（有斐閣・昭和 2年）、251-252頁。なお、美濃部達吉『憲法撮
要』訂正第 4版（有斐閣・昭和元年）、561頁でも軍人勅諭を引用して解説を加えている。 
165 西周「軍人訓戒草稿」大久保利謙編『西周全集』第 3巻（宗高書房・昭和 41年）、97-108

























































































                                                   
172 同上、773-774頁。 
173 軍人勅諭本文については、同上、804-810頁。 













































































                                                   
180 同上、807頁。 


































まずは、明治 17年 9月 8日に行われた参謀本部条例の改正である186。この時の重要な改













 明治 18 年 7 月 22 日、参謀本部は、管東局管西局体制から第一局第二局体制へと移行し
た。第一局第二局に関する条文を含めて、この時点での重要条文を掲げておく187。 
 
   第 1条 
  参謀本部ハ東京ニ於テ之ヲ置キ各監軍部近衛各鎮台ノ参謀部並ニ陸軍大学校軍用通信
隊ヲ統轄ス 
   第 2条 
  本部長ハ将官一人勅ニ依テ之ヲ任ス部事ヲ統轄シ帷幕ノ機務ニ参画スルヲ司ル 
   第 3条 
  次長一人将官ヨリ之ヲ任シ本部長ヲ補佐シテ部事ヲ整理ス但シ之ヲ置クハ事務ノ繁閑
ニ従フ 
   第 4条 
  凡ソ平時ニ在リ陸軍ノ定制節度団体ノ編制布置ヲ審カニシ予シメ地理ヲ詳密ニシ材用
                                                                                                                                                     
本邦ノ全国地図及ヒ諸兵要地図ノ編纂ヲ掌リ局ヲ分テ三角測量地形測量地図ノ三課ト為シ
尚ホ課ヲ数班ニ頒チ作業ヲ分掌セシメ課僚ヲ置キ局内ノ庶務及ヒ図籍器械ノ出納保存ニ服































   第 6条 
  其戦時ニ在テハ凡テ軍令ニ関スル者親裁ノ後直ニ之ヲ監軍即チ軍団長ニ下ス是カ為メ
ニ其将官ハ直ニ大纛ノ下ニ属シ本部長之ヲ参画シ上裁ヲ仰クコトヲ得 




   第 8条 
  第一第二ノ局内各三課ヲ置キ課長参謀中少佐一人トシ課員参謀少佐及ヒ大中尉若干ト
シ以テ管掌ノ事務ヲ分担セシム 
   第 9条 
  第一局ハ出師ニ係ル計画団体ノ編制布置及軍隊教育ニ関スル演習等ノ事項ヲ調査規画
スルヲ任トス 















 明治 19年 2 月 26 日には、各省官制通則188が制定されている。これと同時に、陸軍省に



















































うか。この点にも注意しつつ、明治 19年 3月の改正へと目を向けてみよう。 
 明治 19 年 3 月 18 日の参謀本部条例改正は、その法令の形式においても注目に値する。











   第 1条 
  参謀本部ハ陸海軍軍事計画ヲ司トル所ニシテ各監軍部近衛各鎮台各鎮守府各艦隊ノ参
謀部並ニ陸軍大学校軍用電信隊ヲ統轄ス 
   第 2条 
  本部長ハ皇族一人勅ニ依テ之ニ任ス部事ヲ統轄シ帷幄ノ機務ニ参画スルヲ司ル 
   第 3条 
  本部次長二人陸海軍将官ヨリ之ニ任シ本部長ヲ補佐シテ部事ヲ分担整理ス 
   第 4条 
  本部長不在ノトキハ本部次長各分担ノ部事ヲ代理ス 























   第 8条 
  参謀本部ハ陸海軍ノ二部ニ分チ各部ニ三局ヲ置キ共ニ参謀大佐各一人ヲ以テ其長トシ
各主務ヲ督理セシム 
   第 9条 
  陸海軍各部局内各二課ヲ置キ課長参謀中少佐ノ内一人トシ課員参謀少佐及ヒ大中尉若
干トシ以テ管掌ノ事務ヲ分担セシム 
   第 10条 
  陸軍部第一局ハ陸軍出師ニ係ル計画ヲ掌トリ団体ノ編制及布置ヲ規定スルヲ任トス 
   第 11条 
  陸軍部第二局ハ外国ノ兵制地理政誌ヲ詳悉シ作戦ノ計画ヲ掌トリ団体一般ノ教育ニ係
ル事項ヲ調査規画スルヲ任トス 
   第 12条 
  陸軍部第三局ハ陸地海岸防御ノ方法ニ係ル事項ヲ規画シ全国地理政誌ヲ詳悉シ運輸ノ
弁否方法ヲ調査スルヲ任トス 
   第 13条 
  海軍部第一局ハ艦隊ノ編制及作戦ノ計画ヲ掌リ一般ノ教育ニ係ル事項ヲ調査規画スル
ヲ任トス 
   第 14条 
  海軍部第二局ハ海軍出師ニ係ル計画ヲ握リ沿岸防御ノ方法ニ係ル事項ヲ調査規画スル
ヲ任トス 
   第 15条 
  海軍部第三局ハ外国諜報ヲ司トルモノトス 
（中略） 



























 以上の明治 19 年参謀本部条例とほとんど同時期に作成された重要な史料として、「省部














                                                   




   一陸軍或ハ海軍外ニ係ル事ハ何事ニ拘ハラス省ノ主務タルヘシ是カ為メニ徴兵恩給
ハ勿論其外内閣及省院使府県ヘ照会スルモ亦省ノ主務タリ 




   一軍令ハ専ラ参謀本部ノ措置ニ係ルヘシ故ニ軍隊或ハ艦隊ノ出張進止分遣陸海路程
ノ規則等但休暇兵ノ通行規則ハ猶本省ノ主務タルヘシ本部ノ主務ニ属ス 
   一右ノ理由ニテ軍令ノ事ニ就キ本部長参画シテ軍令ノ措置定リタル上ハ之ヲ省ニ移
シ陸海軍各主任大臣ノ名ヲ以テ之ヲ発行スヘシ 
   一右ノ理由ニ就テ陸軍各鎮台海軍各鎮守府等ヨリノ伺届ハ省ヲ経由スヘシ其発令ハ
勿論指令モ固ヨリ陸海軍主任大臣ヲ経由スヘキヲ以テ大臣ヨリ長ニ移シ参画シテ措置
定リタル上指令案ヲ以テ大臣ヘ移シ之ヲ下行ス 










   一参謀本部ノ条例改正ニ係ル起草案等ノ上裁ニ関スル如キハ陸海軍大臣参謀本部長
各連署捺印ス 
   一陸海軍諸隊進軍転軍行軍演習或ハ艦隊ノ航海ニ係ルハ主任大臣部長会議ノ後部長
署名捺印シ裁可ノ上大臣ニ移ス 
   一陸軍監軍部近衛条例ノ改正其他陸海軍団体ノ編制条例等ニ係ルハ陸海軍主任大臣
ト参謀本部長連署捺印シ可決ノ上主任大臣ニ移ス」。 
 




































































（明治 18 年 12 月）には、その為の規定が多く見られる。ただしそれと同時に、内閣職権





















る明治 22年 12月の内閣官制198においても、帷幄上奏の存在が認められていた。 
 
































文第Ⅰ部第 2章及び第 3章にて言及したい。 
201 伊藤博文編、金子堅太郎・栗野慎一郎・伊藤博精・尾佐竹猛・平塚篤校訂『秘書類纂 官

















軍令」概念の拡大解釈化への対抗措置であった。明治 23 年 11 月制定の陸軍定員令を明治




                                                   
202 由井正臣「日本帝国主義成立期の軍部」原秀三郎・峰岸純夫・佐々木潤之介・中村政則





シテ之ヲ施行セシム」（参謀本部条例第 4条）が引用されており、それが明治 22年明治 26



















また更に、日清戦争後の明治 29 年 4 月 29 日には、伊藤博文総理大臣から陸海軍大臣に
宛てて以下のような通牒が発せられている。これは、陸軍が上述の陸軍定員令の後継に当





























                                                   
205 参照、岩井忠熊「帝国憲法体制の崩壊」同編『近代日本社会と天皇制』（柏書房・昭和
63年）、18-19頁、前掲伊藤『大正デモクラシー期の法と社会』、225頁。 




































                                                   
207 前掲『法規分類大全』兵制門・陸海軍官制・陸軍一、326頁以下。 














軍検閲条例の発布が理由となり監軍部が廃された事は、明治 19 年 7 月 24 日の閣令から明
らかである213。新たな陸軍検閲条例214によれば、検閲を行うのは、もちろん監軍部ではな
かった。検閲を行う者は、勅を受けた将官や、近衛都督や鎮台司令官等と規定されていた














                                                   




政関係資料』（原書房・昭和 45年〔復刻原本は昭和 10年刊〕）、76頁以下。 
212 前掲徳富編述『公爵桂太郎伝』乾巻、430頁以下。 
213 前掲『法規分類大全』兵制門・陸海軍官制・陸軍三、14頁。 
214 内閣官報局編『法令全書』明治 19年 7月 24日、294頁以下。 
215 内閣官報局編『法令全書』明治 20年 5月 31日、60頁以下。 










 明治 11 年以来続いてきた参謀本部条例だが、実は一度、廃された事があった。明治 21







   第 1条 
  参軍ハ帝国全軍ノ参謀長ニシテ皇族大中将一名ヲ以テ之ニ任シ直ニ皇帝陛下ニ隷ス 
   第 2条 
  参軍ハ帷幄ノ機務ニ参画シ出師計画国防及作戦ノ計画ヲ掌ル 




   第 4条 
  参軍ハ陸海軍ノ参謀将校ヲ統轄シ其教育ヲ監督ス 
   第 5条 
  参軍ノ下ニ陸軍参謀本部海軍参謀本部ヲ置キ陸海軍将官各一名ヲ以テ其長トシ参軍ヲ
補翼シ部事ヲ管掌セシム 
   第 6条 




                                                   
217 曾我祐準著、坂口二郎編輯『曾我祐準翁自叙伝』（曾我祐準翁自叙伝刊行会・昭和 5年）、
349頁。 





   第 1条 
  陸軍参謀本部ハ参軍ノ下ニ在テ出師計画国防及作戦計画並陣中要務規定ノ事ヲ掌リ交
通法及外国ノ軍事ヲ調査シ兼テ内外地誌外国政誌及戦史ノ編纂ヲ掌ル所トス 
  第 2条 
  本部長ハ陸軍将官ヲ以テ之ニ補シ部内一切ノ事務ヲ統理シ参軍ニ対シ其責ニ任ス 
（中略） 
   第 4条 
  本部ニ左ノ二局一課ヲ置キ部事ヲ分担セシム 
    第一局 
      一 出師計画及団隊編制 
      二 交通法ノ調査 
    第二局 
      一 国防及作戦計画並ニ陣中要務ノ規定 
      二 外国軍事ノ調査 
    編纂課 
      一 内外地誌外国政誌及戦史ノ編輯 






   第 1条 
  海軍参謀本部ハ参軍ノ下ニ置キ海軍軍事計画ヲ掌ル所トス 
   第 2条 
  本部長ハ海軍将官ヲ以テ之ニ補シ部内一切ノ事務ヲ統理シ参軍ニ対シテ其責ニ任ス 
（中略） 
   第 4条 
  本部ニ左ノ二局ヲ置キ部事ヲ分担セシム 
    第一局 
      一 艦隊編制 
      一 作戦ノ計画 





      一 諜報ノ調査 
    第二局 
      一 出師準備ノ計画 
      一 海防ノ計画 













   第 1条 
  参謀本部ハ之ヲ東京ニ置キ出師国防作戦ノ計画ヲ掌トリ及ヒ陸軍参謀将校ヲ統轄シ其
教育ヲ監督シ陸軍大学校陸地測量部ヲ管轄ス 
   第 2条 
  陸軍大将若クハ陸軍中将一人ヲ帝国全軍ノ参謀総長ニ任シ天皇ニ直隷シ帷幄ノ軍務ニ
参シ参謀本部ノ軍務ヲ管理セシム 
   第 3条 
  参謀次長一人ヲ置キ陸軍中将若クハ陸軍少将ヲ以テ之ニ補シ参謀総長ヲ補佐ス但之ヲ
置クハ事務ノ繁閑ニ従フ 






  参謀本部ニ左ノ二局一課ヲ置キ部事ヲ分担セシム 
    第一局 
      一 出師計画及団隊編制 
                                                   
221 内閣官報局編『法令全書』明治 22年 3月 7日、72頁以下。 
87 
 
      二 交通法ノ調査 
    第二局 
      一 国防及作戦計画並ニ陣中要務ノ規定 
      二 外国軍事ノ調査 
    編纂課 
      一 内外地誌外国政誌及戦史ノ編輯 













施行時期（明治 23 年 11 月）には至っていないものの、明治憲法が既に制定されている。










   第 1条 
                                                   
222 なお、明治 23年 3月の陸軍省官制改正を経ても、軍務局第一軍事課の職掌中に「一般
ノ編制、及軍隊ノ編制、建制、軍隊配置、出師準備及戒厳、徴発ニ関スル事項」（内閣官報








   第 2条 
  海軍大臣ノ下ニ海軍参謀部ヲ置キ軍事ノ計画ヲ掌ラシム 
   第 3条 
  海軍参謀部ニ長一人ヲ置キ将官ヲ以テ之ニ補シ部務ヲ総理セシム 
   第 4条 
  海軍参謀部ニ第一課第二課第三課ヲ置キ部務ヲ分掌セシムルコト左ノ如シ 
    第一課 作戦出師準備海上運輸ノ計画 
    第二課 海岸防御 













   第 1条 
  海軍軍令部ヲ東京ニ置ク出師作戦沿岸防御ノ計画ヲ掌リ鎮守府及艦隊ノ参謀将校ヲ監
督シ又教育訓練ヲ監視ス 
   第 2条 
  海軍大将若クハ海軍中将ヲ以テ海軍軍令部長ニ親補シ天皇ニ直隷シ帷幄ノ機務ニ参シ
部務ヲ管理セシム 





                                                   
224 この時の海軍省官制は、内閣官報局編『法令全書』明治 23年 3月 7日、77頁以下。 
225 内閣官報局編『法令全書』明治 26年 5月 19日、49頁以下。 
89 
 
   第 6条 
  海軍軍令部ニ左ノ二局ヲ置キ部事ヲ分担セシム 
    第一局 
     一出師作戦、沿岸防御ノ計画、艦隊軍隊ノ編制及軍港要港ニ関スル事項 
    第二局 







   第 1条 
  海軍大臣ハ海軍軍政ヲ管理シ軍人軍属ヲ統督シ所轄諸部ヲ監督ス 
（中略） 
   第 6条 
  海軍省ニ左ノ二局ヲ置ク 
    軍務局 
    経理局 















                                                   
226 同上、47頁以下。 
















明治 26年 10月 3日の参謀本部条例改正を紹介しておこう230。そこでの第 7条は次のよう
になっていた。 
 
   第 7条 
  参謀本部ニ第一局、第二局及編纂課ヲ置キ其各局課長ヲシテ左ニ掲クル事務ヲ分担シ
其責ニ任セシム 
    第一局 
     動員計画ノ調査 
     平戦両時団隊編制ノ起案 
     兵器材料弾薬装具ノ審議 
     戦時諸条規ノ起案 
     運輸交通ノ調査及計画 
    第二局 
     作戦計画ノ調査 
     要塞位置ノ撰定及其兵器弾薬ノ審議 
     団体布置ノ審議 
     外国軍事ノ調査 
     外国地理ノ調査及其地図ノ輯集 






230 内閣官報局『法令全書』明治 26年 10月 3日、193頁以下。 
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    編纂課 
     内外兵要地誌及政誌ノ編纂 
     戦史ノ編纂 
     外国書ノ翻訳 
 



























また開けていたのである。そしてまさしく、明治憲法第 11条・第 12条・第 55条を軸とし
て展開したのが、再三再四述べているように、昭和 5年のロンドン海軍軍縮条約であった。 
 それでは、明治憲法ではどのようにして軍制関係の規定が定まっていったのだろうか。
                                                   





ず押さえておかなければならないだろう。そこで、まずは次章で明治憲法第 11 条・第 12































































































                                                   





1871（明治 4）年のドイツ帝国憲法 63条 1項「帝国の全陸軍は、統一的な軍隊を形成する。
この軍隊は、戦時及び平時において、皇帝の命令に服する」（高田敏・初宿正典編訳『ドイ








































                                                                                                                                                     
り自然であろう。 
































まず、ドイツとオーストリアでの伊藤の足取りを確認しておけば242、明治 15 年 5 月 16










ァ書房・平成 11年）、第 5章を参照。 






























「国王ハ軍兵ノ元帥タリ」というのは、1850年のプロイセン憲法第 46条“Der König führt 






                                                   
244 伊東巳代治筆記「莫設氏講義筆記」清水伸『明治憲法制定史』上巻（原書房・昭和 46
年）、463頁。 











































































































































































                                                   





253 Huber, a. a. O., Heer und Staat in der deutschen Geschichte, S. 206. 






















                                                   


















































まずは、シュタイン著『兵制学』（原著は Stein, Die Lehre vom Heerwesen, 1872 ）に
ついてである。伊藤博文がウィーンにてシュタインの講義を受けた事は先に見た通りであ


















































                                                   









史料集』第 18・スタイン答議、所収）、8-9頁。シュタイン原著での該当箇所は、Stein, a. a. 
O., Die Lehre vom Heerwesen, S. 12f. なお、この原著に附されている副題（Als Theil der 




























   第 46条 
  国王ハ、軍兵ノ元帥ヲ有ス、兵馬ノ権ヲ執ル、 
 
 つまり、明治 8 年の井上は、プロイセン憲法第 46 条にある Oberbefehl に「元帥」なる
語を充てていた。しかし、明治 15 年の井上訳『孛国憲法』（博聞社印行）262を開いてみる


























フォン・シェーレンドルフ（Bronsart von Schellendorff）が 1875（明治 8）年（初版）に
著した Der Dienst des Generalstabes263がその原著であった。つまり、「統帥」の語は、積
極的に法制研究の為に創り出された言葉ではなく、軍事用語として登場した言葉であった。
『独逸参謀要務』で「統帥」と訳されているのは、恐らく、原著 Der Dienst des Generalstabes
の中の “die Leitung der Kriegshandlung” であろう264。日本における「統帥」の語は、法
制用語ではなく、「兵学」用語として登場したのである265。 
井上が憲法制定作業の過程で「統帥」の語を使うべしと主張するに至るまで、彼は、「統
                                                   





陸軍大臣及び教育総監（Generalinspekteur des Erziehungs und Bildungswesens）も同様
である。また、師団長は、行政事務については陸相の下にあるが、部隊教育については天
皇（Mikado）へ直接に報告できる立場にある。Bronsart von Schellendorff, Der Dienst des 
Generalstabes, 4 Aufl., 1905, S. 103. 







































                                                   
266 稲田正次『明治憲法成立史』下巻（有斐閣・昭和 37年）、2頁。 
267 伊藤博文関係文書研究会編『伊藤博文関係文書』第 1巻（塙書房・昭和 48年）、363頁。 
268 前掲稲田『明治憲法成立史』下巻、4頁。なお、以下の井上によるシュルツェ学説の受
容過程は、稲田正次『明治憲法成立史』上巻（有斐閣・昭和 35年）、537頁以下によった。 





















後年の明治憲法正文は、③の方法を採った事になるが、いわゆる夏島草案（明治 20 年 8
月）が作成されるまでは、井上は①に則った憲法案（井上甲案（明治 20 年 5 月））を作成
している。この問題は 5年近い間、伊藤や井上らを悩ませたものであったに違いない。 
                                                                                                                                                     
が全くの同内容である事から、この緒言が井上の手になるものである事については疑いを
容れる余地はない（前掲稲田『明治憲法成立史』上巻、537頁）。 






カルコトナシ」（前掲シユールチエ著『国権論』第 3号、15頁及び Schulze, a. a. O., Das 
Preussische Staatsrecht, Bd.1. S. 161.）。軍政の施行については「軍政大臣」の副署を要
し、しかし軍令についてはそうではないとするシュルツェのプロイセン憲法の解説は、伊
藤博文がベルリンにて受けたモッセ講義の当該部分と全く同趣旨である。 







Bartels-Ishikawa (Hrsg.), Hermann Roesler: Dokumente zu seinem Leben und Werk, 








































































                                                   
275 国学院大学日本文化研究所編『近代日本法制史料集 ロエスレル答議 1』第 1巻（国学
院大学・昭和 54年）、33頁以下及び前掲稲田『明治憲法成立史』下巻、5頁以下。 
276 伊藤博文編『秘書類纂 憲法資料』中巻（原書房・昭和 45年）、1頁以下及び前掲稲田
『明治憲法成立史』下巻、42頁以下。 
277 前掲稲田『明治憲法成立史』下巻、48頁。 





























































































































































                                                   
287 前掲稲田『明治憲法成立史』下巻、268頁以下。 
288 前掲『伊東巳代治関係文書』、「九 夏島草案（一〇月草案）」。 
289 前掲稲田『明治憲法成立史』下巻、321頁以下。 
290 同上、321-322頁。 










始めた事は確かである。かかる意味で、明治 20 年 10 月の十月草案に対する井上毅の修正

























                                                   
292 前掲稲田『明治憲法成立史』下巻、330頁。 


































                                                   
295 前掲伊藤編『秘書類纂 兵制関係資料』、29-51頁。 
296 前掲稲田『明治憲法成立史』下巻、385頁。なお、永井和『近代日本の軍部と政治』再
版（思文閣出版・平成 14年）では、明治 20年 6月から明治 21年 3月までの間、特に明治
21年に入ってから作成された意見書であるとの推測がなされている（353頁）。 
297 前掲広瀬監修・編集『参謀本部歴史草案』第 7巻、487頁。明治 21 年 1月 26日付で、
小澤武雄に対し、「憲法制定ニ付陸軍ニ係ル事項取調委員被仰付」とある。 
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305 井上毅伝記編纂委員会編『井上毅伝 史料篇』第 2巻（國學院大学図書館・昭和 43年）、
19頁以下及び前掲伊藤編『秘書類纂 兵制関係資料』、52頁以下。 













































































435-437頁。なお、この 1861年 1月 18日勅令について、大臣責任や権限に対する何らか
の制限が企図された勅令ではなく、副署の要否の区別のみを示したものであり、しかもそ
れは理論的な区別ではなく、全くもって実践的な考慮から示されたものであった旨を指摘
するものとして、Marschall, a. a. O., Verantwortlichkeit und Gegenzeichnung bei 
Anordnungen des Obersten Kriegsherrn, 1911, S. 69f. 
122 
 















年 4 月 4 日付のロエスレル回答（井上からの質問は 3 月 5 日に発せられている）を基にし
て作られている可能性がかなり高い。この『井上毅伝』編集者の注記に従うならば、井上
の「陸軍提出案ニ付意見」は、「陸海軍ノ編制ハ勅令ヲ以テ之ヲ定ム」という浄写三月案（明






























なのである。井上は、この問題へのヒントを得ようと 3 月 5 日時点でロエスレルに質問を

















 憲法案の諮詢の府たる枢密院は、明治 21年 5月、その開院式を済ませた。憲法案の審議
は、翌月 18日から第一審会議が開始された。その後、第二審会議を経て、第三審会議の終









































                                                   














 また、諮詢案第 12条第 1項に対して、ロエスレルは、これ以上詳細な制限を附すような
修正は不可と断じている。例えば、1871 年ドイツ帝国憲法を参照すると、その第 63 条・
第 64条320はかなり細部に渡った規定となっているが、ロエスレルが言いたい事は、このよ
うな詳細な規定を参考にする必要は全くなく、それを参考にするとかえって害悪すらある
という事であった。ロエスレルは、何故に独逸帝国憲法第 63 条・第 64 条が詳細に過ぎる
規定となっているのかを述べてはいないが、両条の規定の詳細さは、つまるところ、帝国
全体を牽引する強国プロイセンの陸軍と、帝国を構成するその他の各国が拠出する派遣軍











                                                   
320 Huber, a. a. O., Dokumente zur deutschen Verfassungsgeschichte, Bd. 2, S. 302f. 
321 Rudolf Smend, Ungeschriebenes Verfassungsrecht im monarchischen Bundesstaat, 
in: Staatsrechtliche Abhandlungen und andere Aufsätze, 3 Aufl., 1994. S. 40. また、林知








イツ帝国としての統一に先立って「ドイツの軍事的統一」（die militärische Einheit 
Deutchlands）が 1870年の段階で既に成立していたと述べている（Hübner, Deutschlands 







































































                                                   























































































328 前掲『枢密院会議議事録』第 1巻、204頁。 















 さて、枢密院第一審会議で修正された第 12 条を含め、枢密院の決議を経た憲法草案は、
明治天皇へと捧呈されるに至った。明治天皇は内閣総理大臣・黒田清隆を呼び、内閣での
検討を要望したという。内閣での審議の経過は明らかでないものの、枢密院第一審会議で
                                                   





























修正された第 12 条は、ここで更なる修正を加えられている。清水伸によれば、明治 21 年
末か、明治 22年 1 月初め頃までには、黒田内閣での修正案が完成している331。明治 22 年





















 黒田内閣修正案では、それまでの第 12条が 2カ条に分割されている。これまで第 1項と








 枢密院第二審会議は、明治 22 年 1 月 16 日から始まっている。第二審会議では、即日、
                                                   
331 以上の経緯については、前掲清水『明治憲法制定史』下巻、447頁。 
















































































































軍ノ編制ヲ定ム」）。この黒田内閣修正案第 12 条は、第二審会議で何事もなく可決された。 








































































































 本章の主題は、明治憲法第 11 条・第 12 条の制定過程を追う事にあった。統帥権の問題
性を考えようとする時、その「統帥権」という名称によって誤解を受けかねないが、その


































































































































                                                   





























































































































































































370 「澳国スタイン博士講話録 子爵藤波言忠筆記 坤」前掲堀口編著『明治立憲君主制と
シュタイン講義』、249頁。 












































































































                                                   















































































政治学、経済学、そして社会学の講座さえも含まれていた」。Joji Watanuki, “ The impact 
of social sciences on the process of development in Japan”, Peter Wagner, Carol 
Hirschon Weiss, Björn Wittrock, Hellmnt Wollmann(eds.), Social Sciences and Modern 



































                                                   
386 国学院大学日本文化研究所編『近代日本法制史料集 ロエスレル答議』第 4巻（國學院
大學・昭和 56年）、10-13頁。 
























                                                   
388 同上、252頁。 










































                                                                                                                                                     
法思想史研究』（創文社・昭和 56年）、320頁。 
392 井上毅伝記編纂委員会編『井上毅伝 史料篇』第 4巻（國學院大學図書館・昭和 46年）、
93頁。 































































































































































































































                                                   
408 前掲稲田『明治憲法成立史』上巻、758頁。 
409 同上、746頁。 
410 鈴木安蔵『太政官制と内閣制』（昭和刊行会・昭和 19年）、155頁。 
411 前掲『近代日本法制史料集 ロエスレル答議 1』第 1巻、217頁。 
412 内閣官制への改正は山田顕義から井上毅に起草の依頼がなされ、明治 22年 12月 22日、














                                                   



















































































































































                                                   
423 前掲伊藤編『秘書類纂 官制関係資料』、29頁以下。 





















































 第 1 章から本章までで検討してきたのは、明治国家黎明期において、統帥権独立制度と






























































                                                   
427 内閣官報局編『法令全書』明治 33年 5月 19日、230-231頁、234-235頁。 
167 
 
















































































































































                                                   
434 前掲『田中義一関係文書』、「書類の部八五 海軍大臣事務管理問題ニ就テ」（大正 10年）
の「海軍省意見」。 
435 小林道彦『政党内閣の崩壊と満州事変』（ミネルヴァ書房・平成 22年）、1-7頁、特に 3
頁。 










































                                                   









































                                                   
442 『大阪朝日新聞』大正 14年 1月 30日。 
443 『第 50回帝国議会貴族院陸海軍ノ政務次官及参与官ニ軍刑法ノ一部ヲ適用セサル法律




































































































































 まずは、統帥権の独立を主張する為に生じた憲法学説は大別して 2 つであったという藤
田嗣雄の指摘をここで紹介しておこう452。藤田によれば 1 つめの学説は「是認説







京大学出版会・平成 9年）、133頁以下）、明治 5年宮城県にて出生、同 33年東京帝国大学
法科大学卒業、その後、海軍省参事官、海軍大学校や本省の法制関係部局に籍を置いてい

































































蛇が出るか、注目した」453ものであった。ここでは、その第 11 条及び第 12 条の項を掲げ





























































                                                   
456 前掲中野『統帥権の独立』、491頁。 


















と河上肇」『愛媛経済論集』16巻 1号（平成 8年）、田中秀臣『沈黙と抵抗 ある知識人の




































八束の統帥権理論における独立否定論を紹介したが、明治 20 年代 30 年代の東京・京都両
                                                   


























































































































































































































明治 30 年、東京帝国大学法科大学政治学科を卒業し、内務省勤務を経て、明治 33 年、東
京帝国大学法科大学助教授、同 35 年、教授、同 36 年、法学博士。昭和 6 年に貴族院議員
となるが、同 10年の天皇機関説事件を経て辞職。敗戦後、政府内での憲法問題の検討の任
を担った松本委員会のメンバーとして、また枢密顧問官として憲法改正作業に携わった。 

























                                                   



















































































                                                   
490 前掲美濃部『憲法撮要』、450頁。 
491 同上。 





















































作造である。吉野は明治 11 年生まれ、明治 37 年、東京帝国大学法科大学政治学科を卒業
した。その後の欧州留学では、同じく留学中であった佐々木惣一と親しく交流し、「之れ程
心気相許せる友はなし」497と吉野は日記に書いた。大正 3 年に法科大学教授となるが、大
                                                                                                                                                     
が、「この期待が全く根拠なきものであつたことは、今は明白となつた」、と（美濃部「倫
敦条約を繞る論争」前掲同『議会政治の検討』、119頁）。 





































































                                                   























理論である。佐々木は明治 36 年に京都帝国大学法科大学を卒業し、同 39 年に同大学助教














                                                   
501 同上、19頁。 
502 同上、64頁。 


































憲法の文面から、すなわち第 11 条と第 12 条の対照からは、統帥作用が国務大臣の輔弼の
外に在るとの答えは出てこない。そもそも佐々木は、第 11 条・第 12 条は、帝国議会との
関係を示したもので（議会の干渉を受けない）、国務大臣との関係を示したものではないと

















明治 31 年から学習院教授を務め、明治 38 年、法学博士。大正に入ると宮内省御用掛や東
宮御学問所御用掛、東宮職御用掛を務め、昭和 4 年に内大臣府御用掛となる等、宮中との
関係も深かった。昭和 7 年、行政裁判所長官、同 9 年に枢密顧問官。太平洋戦争敗戦後の











                                                   
511 同上、26頁。 
512 同上、28頁。 






















































































                                                   




























































 美濃部は、第 11条（軍令権）と第 12条（軍政権）を分け、「軍令即チ軍隊ノ行動ヲ指揮
スルノ作用ハ事ノ性質上全然自由ナルヲ要」するという。国務大臣の輔弼・副署は軍令で
はその対象外とされるが、それは「兵政分離主義」によるもので、憲法制定以前からの慣






















                                                   





































































 また同時に問題点として挙げなければならないのは、憲法第 11条・第 12条・第 55条を














































































                                                   






























































 明治 21年、帰朝。明治憲法発布をはさみ、明治 22 年 5 月には枢密院書記官534、更にそ
の翌月から伊藤博文枢密院議長秘書官を兼ねた。明治 23年には、新たに開校された國學院
にて「法制」担当の講師も務めている535。明治 25年、総理大臣秘書官となって再び伊藤の
下で働いた。明治 27 年、日清戦争にて第 2 軍司令部法律顧問。翌年にはフランスへ赴き、
帰国後は官界を去って研究・教育に専念する事になった。その後は、陸軍大学校や海軍大
学校でも講義をし、『外交時報』創刊に携わってもいる。明治 36 年、帝室制度調査局御用
                                                                                                                                                     
苑』昭和 40年 6月号（昭和 40年）、川合隆男「有賀長雄」川合・竹村英樹編『近代日本社
会学者小伝』（勁草書房・平成 10年）、三浦裕史「解題」有賀長雄編、三浦裕史解題『帝室
制度稿本』（信山社・平成 13年〔復刻原本は大正 4年刊〕）を参照した。 
529 『東京大学百年史』通史 1（東京大学出版会・昭和 59年）、633頁以下。 
530 有賀が如何なる「教導上不可然儀説示」していたのかは分からないが、懲戒令による免
職ではないものの「旨ヲ諭シ辞職」させたとの記録がある。参照、JACAR: A03022923000、
公文別録、文部省、明治 15年～18年、第 1巻（国立公文書館）。 










































































2．有賀学説の素描――憲法第 11条・第 12条・第 55条とその周辺 
 








                                                                                                                                                     
年）、26頁以下。 
543 司馬『「昭和」という国家』（日本放送出版協会・平成 11年）、19頁。 
544 本論文では、信山社復刻・平成 15年を使用した。 






































































































































































































































   「政事上ノ責任」……上記の他、「大政の方向」、行政方針の誤りの場合も包含する。
（『講義』357-358頁）556 













































 明治 33 年 3 月 10 日の講演を基にした「国家と軍隊との関係」は、『国家学会雑誌』14



















































                                                   


























 この講演録で有賀がその引用を明記しているカール・シュテンゲル（Karl Freiherrn v. 


















に対する統帥権において、これは最も簡潔明確に表現される」、と。Paul Laband, Kaiser, in: 

































                                                   
560 Karl Hecker, Armeebefehl und Armeeverordnung, in: Stengel, a. a. O., Wörterbuch 




562 Ebenda, S. 64. 


























 有賀はこの 3点を指摘した後、以下のように、第 11条と第 12条の大まかな説明をする。
第 11条は国務大臣の副署も必要としない「軍令」に関する条文であり（160号、24-25頁）、








務を明確にする為、より明確に憲法第 11 条・第 12 条について述べている箇所を引用し、
その上で③の「軍令軍政ノ混成事務」について一言説明をしておきたい。 



































































































 ここまでは特別に難解ではないが、「軍令軍政機関ノ連合運転」（161 号・37 頁以下）が
講演録「国家と軍隊との関係」の山場である。 
 有賀に言わせれば、日本の「頗ル妙味アル」制度のひとつは、軍令及び軍政機関が「連













                                                   




















































用に際しては講義日を示す）。これは、公式令（明治 40 年 2 月）も整い、軍令第 1 号（明

























していた（明治 41年 4月 28日）。 
                                                   
569 前掲瀧井『伊藤博文』、216頁。 











































例は、明治 41 年 12 月、軍令を以て改定）され、軍令を「移ス」という例の第 3 条は削ら
れていた。これが削られた事によって、実務にどのような変化があったのか（あるいは無
かったのか）を有賀は参謀本部へ行って調べたが、「別段かわりませぬ、表面には書いてな


















史』（厳南堂書店・昭和 44年）、19-22頁。この大正 2年の内規の制定によって、明治 41
年「陸軍省参謀本部関係業務規定」は廃止された（「陸軍省、参謀本部、教育総監部関係業
















































































                                                   
575 例えば、「日本ノ制度ヲ以テ頗ル適当ナルモノトスルナリ」（161号・45頁）、「大体ニ於








受け入れられていると語っている（明治 41年 4月 28日））。日清戦争が国際法に適合した
戦争であった様子を La guerre sino-japanaise: au point de vue du droit international, 
1896としてまとめ、それまで日清戦争を「野蛮的戦争と誤解せし」海外の学者を大いに驚
嘆させたと言う（読売新聞、明治 29年 6月 22日、朝刊 2面）。なお参照、有賀「従軍後欧
洲巡回始末」『国家学会雑誌』11巻 119号（明治 30年）、2-6頁。 
577 Werner Heun, Das monarchische Prinzip und der deutsche Konstitutionalismus des 
19. Jahrhunderts, in: Jörn Ipsen, u. Edzard Schmidt-Jortzig (Hrsg.), 
Recht-Staat-Gemeinwohl, Festschrift für Dietrich Rauschning, 2001, S. 55. 







































が備わっていない状態であった。高田早苗「大臣責任法論 其二」『読売新聞』明治 24年 1






































                                                   
581 原四郎「解題」種村佐孝『大本営機密日誌』新版（芙蓉書房・昭和 60年）、8頁。 
229 
 


























じである。ただし、これは昭和 5 年の中野の議論であり、昭和 9 年の中野は美濃部の理論
に近付いて行く事となる。 
 簡単に、中野の経歴を述べておこう。明治 24年、北海道で出生。大正 2年、早稲田大学
大学部政治経済科政治学科入学、同 5 年卒業後、大学院で副島義一・中村進午の下で国法
学・国際法学の研究を始める。同 7 年以降の留学では、アメリカでウィロビー（W. W. 




                                                   




























し、しかし時代に翻弄され、昭和 20 年 8 月 15 日を迎えた統帥権理論の専門家、それが中




田大学百年史』第 4巻を主に参照した。追放解除は、読売新聞、昭和 27年 3月 27日、夕






586 「学界展望」『読売新聞』昭和 3年 3月 15日、朝刊 2面。 










干犯であるのかとの問題であり、第 11 条と第 12 条の境目を巡る論争であった。政府は、
東京帝大教授・美濃部達吉による援護射撃を受けた。 



































































                                                   













































































































的に考察したのは、マーシャル（Fritz Freiherrn Marschall von Biberstein）であった。
1911年に発表された彼の理論がドイツの有力な国法学者らの支持を得た点について等は、
三浦「解題」前掲藤田『明治軍制』、433-435頁及び Huber, a. a. O., Heer und Staat in der 
deutschen Geschichte, S. 293. マーシャルは、この問題に取り組み始めた経緯として、ハ
イデルベルク大学時代のアンシュッツの助言があったと述べている。Marschall, a. a. O., 







した訳ではないとの理解を提示しているものとして、Manfred Erhardt, Die Befehls- und 
Kommandogewalt, 1969, S. 44.  
なお、簡単ながらマーシャツの経歴に触れておけば、1883（明治 16）年生まれ、その父・
アドルフ（Adolf Freiherrn Marschall von Bieberstein）は、バーデン大公国で要職にあっ
た人物であった。マーシャルは、ジュネーブ、ベルリン、ミュンヘン、ハイデルベルクの
各大学で学び、上述のアンシュッツの他、ギールケ（Otto von Gierke）やリスト（Franz von 
Liszt）といった法学者らの講義を聴きに行ったという（Marschall, “Armeebefehl und 







































































































































































































































































































































































634 当時確認可能であった内規等としては、陸軍では明治 11年 12月 4日の議案「本省ト本
部ト権限ノ大略」前掲『法規分類大全』兵制門・陸海軍官制・陸軍二、425-426頁及び明治













































































641 北岡伸一『政党から軍部へ』（中央公論新社・平成 11年）、163頁。 



























 昭和 5 年時点での中野の統帥権の独立否定が「政治上、行政上、並に憲法上の有害無益
な論争や政争を排除」や「軍務当局と内閣の協和を確保」に寄与する事を目的としていた






























































                                                   
646 『東京日日新聞』5月 8日。 
647 前掲中野『統帥権の独立』、728-729頁。 




















































































                                                                                                                                                     
実戦を挺身指導する適格者ではない」（中野「翼賛会改組と政治力」『日本評論』16巻 5号
（昭和 16年）、211頁）と断ずるに至った。 




































 ここでは、中野の言う「総国家」の特徴が 5 点挙げられているが、その中で最も重要な
のが「構造的原理（乃至その基本精神）」における「普遍主義（全体主義）」であるとされ






















































































































                                                   























































































































                                                   
671 参照、黒沢文貴『大戦間期の日本陸軍』（みすず書房・平成 12年）、407頁以下及び前
掲纐纈『総力戦体制研究』、176頁以下。 




















































                                                   
676 辻清明「戦時行政の性格」『法律時報』15巻 3号（昭和 18年）、16頁。 



























































































 辻は、昭和 18年 11月改正戦時行政職権特例にある首相の「指示」権につき、「内閣自体
の統制力を著しく高めた」ものと評価している。実質的に国務大臣の単独輔弼制度を根底
から覆す事を意味する首相の「指示」権681をそこに見出した辻は、「広く従来のわが国行政
                                                   




























































                                                                                                                                                     
で揺れた戦前最後の事件が、この戦時行政職権特例制定であったと言えよう。 
682 前掲辻「戦時体制の内閣制度」、22頁。 
683 「内閣の組織」『時事新報』明治 18年 12月 24日。 
684 前掲辻「戦時体制の内閣制度」、23頁。 























                                                   

















































                                                   





















































































                                                   
696 同上、25頁。 































                                                   

















































戦争の性格・形態は、1914（大正 3）年に始まった 4 年ほどのひとつの戦争によって一変
したと言って良い706。遅れて参戦した日本もまた、この変化を知った707。 
                                                   
703 Paul Kennedy, “In the Shadow of the Great War”, The New York Review of Books, 
August, 12, 1999, p. 36. 
704 藤原彰『軍事史』（東洋経済新報社・昭和 36年）、134頁。 










































































と国務の一体化を計ろうとするにある」と昭和 19 年 2 月 21 日の出来事を記しているが、
しかし続けて、「統帥権独立という憲法上の問題を前にして、苦しい言い分であった」と書
いている711。戦火の中にあって、“統帥権の独立”は、軍人を拘束していた。軍人が政治に














































































































































































・有賀長雄「従軍後欧洲巡回始末」『国家学会雑誌』11巻 119号（明治 30年） 
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